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問1 日本の政治制度において、衆議院議員総選挙の後に初めて国会（特別会）が召集された際、それまで務めていた内閣は必ず総
辞職しなければなりません。この理由を説明した文として最も適切なものはどれですか。 （2019年　熊本県公立入試　類似）

1.  内閣は国会の信任に基づいて成
立しているため、選挙によって国
民の信託を受けた新しい衆議院が
構成された後は、改めて国会の信
任を問う必要があるから。

2.  衆議院で内閣不信任決議案が可
決されたわけではないが、選挙で
第一党が入れ替わった場合には必
ず解散権を行使しなければならな
いと憲法で定められているから。

3.  内閣総理大臣の任期は衆議院議
員の任期と同じ4年間と定められ
ており、選挙が行われるたびに自
動的にその資格を失うことになっ
ているから。

4.  参議院議員通常選挙と衆議院議
員総選挙の結果を比較し、両議院
の意見が一致しない場合にのみ、
内閣が責任を取って辞職する仕組
みになっているから。

問2 衆議院が解散され、総選挙が行われた日から30日以内に召集される国会について、その名称と主な役割の組み合わせとして適
切なものを選びなさい。 （2022年　山口公立入試　類似）

1.  特別会 ― 新たな内閣総理大臣
を指名する

2.  臨時会 ― 補正予算の審議や重
要な法案を審議する

3.  常会 ― 翌年度の予算案を審
議・決定する

4.  緊急集会 ― 衆議院が不在の間
に、国として緊急の対応が必要な
案件を審議する

問3 司法制度における「国民の意思の反映」や「裁判への参画」を重視した取り組みについて、裁判員制度の対象となる事件とし
て適切なものはどれですか。 （2026年　岐阜公立入試　類似）

1.  殺人罪や身代金目的誘拐罪な
ど、国民の関心が非常に高く重大
な内容を含む刑事裁判。

2.  不当解雇や損害賠償請求など、
個人の権利や利益の侵害を争う民
事裁判。

3.  行政による処分の取り消しや、
公務員の不当な行為を是正するた
めの行政裁判。

4.  家庭内の紛争や離婚、少年の更
生を目的として行われる家事・少
年裁判。

問4 最高裁判所の裁判官がその職務にふさわしい「適任」であるかどうかを、国民が直接判定する「国民審査」の投票方法につい
て述べたものとして、正しいものはどれですか。 （2018年　山形県公立入試　類似）

1.  やめさせたいと思う裁判官の氏
名の上の欄に×印を書き、やめさ
せなくてもよいと思う裁判官の欄
には何も書かない。

2.  やめさせたいと思う裁判官の氏
名の上の欄に×印を書き、やめさ
せなくてもよいと思う裁判官の欄
には〇印を書く。

3.  職務に適任だと思う裁判官の氏
名を一人だけ記入し、それ以外の
裁判官については何も記入しな
い。

4.  職務に適任だと思う裁判官の氏
名の上の欄に〇印を書き、不適任
だと思う裁判官の欄には何も書か
ない。

問5 最高裁判所は、法律や命令などが憲法に適合するかどうかを最終的に決定する権限を持つことから、どのような名称で呼ばれ
ることがありますか。その名称と理由の組み合わせとして適切なものを選びなさい。 （2020年　埼玉県公立入試　類似）

1.  「憲法の番人」：法律などが憲
法に違反していないかを最終的に
確定させる役割を担うから。

2.  「行政の監視役」：内閣が行う
行政運営が効率的かどうかを常に
チェックする役割を担うから。

3.  「法の守護者」：国会が新しい
法律を作る際に、その内容が正し
いかを事前に審査するから。

4.  「国民の代弁者」：裁判官が国
民審査を受けることで、国民の代
わりに法律を制定するから。

問6 日本が採用している議院内閣制の特徴として、アメリカなどの大統領制と比較した場合に当てはまるものはどれか。 （2020年　新潟

県公立入試　類似）

1.  行政の長である内閣総理大臣
を、国会議員の中から国会の議決
によって指名する点。

2.  行政の長が国民の直接投票によ
って選出され、任期中は国会から
の不信任を受けない点。

3.  内閣の閣僚がすべて国会議員以
外から選ばれなければならないと
憲法で規定されている点。

4.  内閣には衆議院を解散する権限
が与えられておらず、立法と行政
が完全に分離している点

問7 日本国憲法において、裁判所は国会や内閣などの他の機関からの干渉を受けず、裁判官はその良心に従い、憲法と法律にのみ
拘束されると定められています。公正な裁判を行うためのこの原則を何といいますか。 （2023年　青森県公立入試　類似）

1.  司法権の独立 2.  三審制 3.  罪刑法定主義 4.  法の支配

問8 日本の政治制度において「衆議院の優越」が認められている民主主義的な理由として、最も適切な説明はどれですか。 （2016年　

愛知公立入試　類似）

1.  衆議院は参議院に比べて任期が
短く解散もあるため、選挙を通じ
て国民の意思がより反映されやす
いから

2.  衆議院の議席数は参議院よりも
多いため、議論においてより多く
の国民の声を代表しているといえ
るから

3.  内閣総理大臣をはじめとするす
べての国務大臣を、衆議院議員の
中から選ばなければならないから

4.  衆議院で可決された法律案は、
参議院の同意を得なくても直ちに
成立するという原則があるから
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
内閣は国会の信任に基づいて成立してい
るため、選挙によって国民の信託を受け
た新しい衆議院が構成された後は、改め
て国会の信任を問う必要があるから。

日本の議院内閣制では、内閣は国会の信任を基盤として成立しています。衆議院議員総選挙によっ
て国民から新しく選ばれた議員で衆議院が構成された後は、たとえ同じ勢力が多数を占めていたと
しても、新しい衆議院のもとで改めて内閣が信任される手続きを踏まなければなりません。そのた
め、内閣不信任決議が可決されたわけではなくても、憲法第70条の規定により、選挙後の特別国会
で内閣は総辞職します。

問2 答え 1
特別会 ― 新たな内閣総理大臣を指名す
る

衆議院の解散に伴う総選挙の後は内閣が総辞職するため、新しく内閣総理大臣を指名しなければな
りません。そのために開かれる国会を特別会（特別国会）と呼びます。参議院の通常選挙の後など
に召集されるのは臨時会であり、混同に注意が必要です。

問3 答え 1
殺人罪や身代金目的誘拐罪など、国民の
関心が非常に高く重大な内容を含む刑事
裁判。

裁判員制度は、すべての裁判に適用されるわけではなく、地方裁判所で行われる重大な刑事裁判に
限定されています。これは、国民が直接的に刑事司法に関与することで、公正な社会の実現に寄与
し、司法に対する国民の理解をより確固たるものにするという狙いがあります。民事裁判や行政裁
判、家庭裁判所の事件などは対象外となります。

問4 答え 1
やめさせたいと思う裁判官の氏名の上の
欄に×印を書き、やめさせなくてもよい
と思う裁判官の欄には何も書かない。

国民審査は、最高裁判所の裁判官がその職にふさわしいかどうかを国民がチェックする制度です。
投票用紙にはあらかじめ裁判官の氏名が印刷されており、有権者は「やめさせたい」と考える裁判
官に対してのみ×印を記入します。何も書かなかった場合は「やめさせなくてもよい（信任）」と
みなされる仕組みになっています。国政選挙における信任投票としての性格を持っており、主権者
である国民が司法に対して関与する重要な機会です。

問5 答え 1
「憲法の番人」：法律などが憲法に違反
していないかを最終的に確定させる役割
を担うから。

最高裁判所は、違憲審査制において最終的な決定権を持つ「終審裁判所」であるため、「憲法の番
人」と呼ばれます。国会が作った法律であっても、それが憲法に違反していると判断されれば無効
となるため、憲法が国の最高法規であることを保障する極めて重要な役割を果たしています。

問6 答え 1
行政の長である内閣総理大臣を、国会議
員の中から国会の議決によって指名する
点。

議院内閣制では、行政の首長である内閣総理大臣を国会議員の中から選ぶ（首班指名）ことで、内
閣が国会の「信任」を得ていることを担保します。これに対し、大統領制では大統領が議会とは別
に国民から直接的または間接的に選出されるため、議会による不信任制度がないなど、立法と行政
の独立性がより厳格に保たれているという違いがあります。

問7 答え 1
司法権の独立

裁判が政治的な権力や外部の圧力によって歪められることを防ぎ、公正な判断を保障するために、
司法権は立法権や行政権から独立していなければなりません。三審制は裁判を慎重に行い人権を守
るための仕組みであり、罪刑法定主義はどのような行為が犯罪となり、どのような刑罰が科せられ
るかをあらかじめ法律で定めておく原則です。

問8 答え 1
衆議院は参議院に比べて任期が短く解散
もあるため、選挙を通じて国民の意思が
より反映されやすいから

衆議院議員の任期は4年ですが、解散があるため実質的な任期はさらに短くなることが多く、選挙
が行われる頻度が高くなります。一方、参議院は任期が6年で解散もありません。このため、衆議
院は「最新の国民の意思」を反映しているとみなされ、二院制の中でより強い権限を持つことが認
められています。なお、国務大臣は「その過半数を国会議員から選ぶ」必要はありますが、全員が
衆議院議員である必要はありません。


